










































































（４）多店舗、多業態経営への転換   
（５）頻繁なＭ＆Ａ 
２ 個別年度の詳細状況－2000 年､2005 年、2010 年 
（１）2000 年の状況-百貨店シェアの低下が始まる  
（２）2005 年の状況利益の回復  
（３）2010 年の状況-百貨店の分化  
（４）小括-シェアの低下は不十分マーケティング戦略 
Ⅲ 多くの課題に直面する現在の状況 



















 ① マークアップをおさえて、商品回転率を高めた。 
 ② 定価販売を行い、すべての顧客を平等に扱った。 
 ③ 誰でも自由に店舗に入って、商品を見ることができるようにした。 



















                                                          
1 パスターマジャン［1957］16〜17 頁。 
2 久保村隆祐編［2014］53 頁。 
3 同上、54 頁。 



























と定義している。表 1 は、百貨店の具体的な特徴についてまとめたものである。 
これによれば、百貨店は「市、区商業地中心や歴史的に形成された商業集合地に立地し」、







                                                          
4  李 飛［2009］3 頁。 


















































                                                          
7 石川文吾［1926］75～76 頁。 
8 小林行昌［1928］229 頁。 






















規模 6000 ㎡以上。 
東京及び政令指定都市で 3000 ㎡以
上、その他地域で 1500 ㎡以上。 
商品販売額 特に規定なし。 
衣、食、住にわたる各種商品販売額
は 10％以上 70％未満。 








                                                          
9 水野祐吉［1937］９頁。 
－ 7 － 
（２）売り場面積から見た規模 
中国百貨店は 6000 ㎡以上とかなり大規模な店舗に限定している。日本の場合は、最低で



























                                                          
10 久保村隆祐編［2014］55 頁。 








































－ 10 － 
Ⅱ 中国百貨店の最近の動向 
 




１ 2000 年代の全体的動向 
 アジア通貨危機以後、2000 年から 10 年までの 11 年間に中国の経済が大きく発展を果た
した。2000 年、中国の国内総生産（ＧＤＰ）は 99,776 億元で、10 年は 408,903 億元と約４
倍に増加し、年平均成長率は約 15％に達した。同時に、一人当たりのＧＤＰは 00 年の 7,902




売総額は 39,106 億元、前年より 9.7％増加、同年のＧＤＰ成長率より若干高かった。03 年







































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
GDP実際成長率 社会消費品小売総額成長率
－ 11 － 
長率より低くなった。04 年から、中国国内の小売産業の発展スピードがＧＤＰの成長率よ
り高く、特に 05 年以後、快速発展を実現することができた。10 年に、社会消費品小売総
額は 156,998 億元で、この 11 年間の年平均成長率は約 15％に達した（図１）。 




見ると、2010 年百貨店の各数字は 00 年代初期と比べると、大きく成長していた。まず、
売上高は 02 年の 485 億元から 10 年の 2,672 億元までに増加し、約 7.5 倍を増やした。また、
売上高と同様に、10 年まで百貨店の売場面積はずっと増加して 1481 万㎡と、02 年の 335
万㎡の約 4.5 倍になった。最後、店舗数も売上高と売場面積と伴って増加していた。しか




西暦年 2000 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
売上高  億元 485 597 745 1275 1482 1625 1944 2498 2672 
売場面積 万㎡ 335 564 611 869 938 940 1110 1338 1481 
店舗数 1550 2129 2637 3853 5353 3674 3805 5304 4239 










が相対的に低いに加えて、営業利益も増加した。この６年間で売上高は 05 年の 418 億元か
ら 10 年の 1126 億元まで、約 2.3 倍を増えた。営業利益も 05 年の 3.1％から 10 年の 6.4％
まで上昇した。 
－ 12 － 
表４ 中國上場百貨店の業績 
西暦年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 平均成長率 
売上高 （百万元） 49,816 61,770 73,677 86,256 96,562 112,637 17.7％ 
粗利益 （百万元） 9,112 13,545 16,668 19,840 21,603 25,388 22.7 
粗利益率 （％） 18.3 21.9 22.6 23.0 22.4 22.5 ― 
営業利益（百万元） 1,534 2,969 4,606 4,819 5,689 7,211 36.3 

















注）中国のデータは 2009 年の推算数値で、他の国は 2008 年のデータである。 
出所）蘇寧商業管理部「百貨店業界研究分析」（原データは Euromonitor）から一部作成。 













なった。例え、大手百貨店北京王府井百貨店集団は 10 年に全国各地で 22 店舗を展開した。
さらに、外資系百貨店の多店舗経営も快速に発展し始めた。中国百盛商業集団は早く段階








多業態経営は 2010 年代百貨店発展のもう一つ重要な特徴である。00 年以来、異業態間
の競争で、生存と発展の巨大な圧力の下で、より多くの百貨店が多業態経営を発展し始め
た。99 年、中国百貨店 100 強企業の中で、多業態経営する企業はまた少なかった。03 年に、
百貨店 100 強企業の中で、多業態経営を採用する企業は 21％を占め、06 年まで、比率は
30％までに上昇した。07 年、100 強の中に 85％の企業は多業態経営を行っている。また、
統計によると、多業態経営は百貨店企業の業績に大きな影響に与えることが分かった。03
年に中国小売 100 強に入った百貨店企業の中で、多業態経営を行う企業の売上高の平均成
長率は 27.4％に達し、06 年の平均成長率が 24.4％に達した。単業態経営を行う企業の平均
－ 14 － 
成長率は 03 年にわずか 14.4％になり、06 年が 17.2％に達した。04 年国家商務部が発表し
た連鎖企業 30 強の中で、11 社が百貨店企業であり、この 11 社百貨店企業は全部多業態経
営を採用している。百貨店企業が新業態に進出する際、主に超市とコンビニエンス・スト

















北地区の 20 近くの主要な都市に進出した。04 年、大商集団は石家庄北国人百集団を買収
し、河北省に進出した。11 年まで、大商集団はすでに国内 12 省 60 都市に進出し、各業態
の大型店舗が 170 店を有し、中国国内最大の百貨店集団になった。 
 
２ 個別年度の詳細状況－2000 年､2005 年、2010 年 
ここから、全体的動向を踏まえ、中国連鎖経協会編「中国連鎖経営年鑑」を用いて、中
国百貨店の 2000 年以降動向を、00 年､05 年、10 年の３ヵ年に付き、詳しく分析する。そ
の理由は毎年では、重複する部分が多く、動向を探るには煩瑣になるので、５年おきが適
切と考えたからである。 
                                                          
11 王 燕平編［2009］55 頁。 
－ 15 － 












一百）に代りに 100 強のトップになり、2000 年に、両者の差が拡大した。同年、上海聯華




                                                          





2,508 2,883 2,007 



























2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
100強合計 百貨店トップテン合計 シェア
－ 16 － 
表５ 2000 年中国百貨店のトップテン（単位：億元） 
企業名 売上高
1 上海華聯商厦 65 
2 遼寧大連商場集団 62 
3 上海市第一百貨店 58 
4 上海豫園商城 41 
5 重慶商社集団 37 
6 武漢市武商集団 36 
7 天津市勧業華聯集団 30 
8 天津一商集団 29 
9 天津濱江集団 25 
10 北京西単友誼集団 25 
シェア 25％ 





を含む 273 店の中心的大型商場13の売上高は前年度比 19％増、1294 億元になったが、利益
額は前年より 9.9％減少した。これらの大型商場の中で、売上高増加したのは 180 店、減少
したのは 93 店舗で、また、利益額は前年度より減少したのは 82 店舗で、33 店舗が赤字で
あった。ある統計によると、上海 700 店舗余の百貨店は業界平均利益率がわずか 2.7％、約
３の１の店舗が損失を出した。 





                                                          
13 大型商場とは、百貨店、スーパー、ショッピングセンター、アウトレットを含む大型商業施設。 









上高は平均 40％を上げた。2000 年５月 1 日～６日、北京市大型商場売上高は平均 40％を
上げた。北京百貨大楼は普段一週間の売上高は約 200 万元であったが、６日までの売上高

















                                                          
14 労働節は、毎年、５月１日〜７日、国慶節は、10 月１日〜７日、春節は、旧歴 12 月 30〜１月６
日あるいは旧歴1月１日〜７日であった。2008年から、労働節は３日間に短縮され、ゴールデンウィー
クは年２回になった。 





2005 年、連鎖企業トップ 30 の中で、百貨店の売上高は前年比 25.7％増加し、成長率も




かの業態より高くて、3.3 億元に達し、前年より 9.2％増、04 年からの成長率の下降局面を
転換させた。 
 
表６ 2005 年中国百貨店のトップテン（単位：億元） 
 企業名 売上高
1 百聯集団 721 
2 大商集団 301 
3 北京華聯集団 208 
4 重慶商社集団 151 
5 合肥百貨大楼集団 105 
6 武漢中百集団 80 
7 北京王府井集団 65 
8 深圳銅鑼湾百貨 63 
9 山東濰坊百貨集団 50 
10 重慶百貨大楼 25 
シェア  25％ 




                                                          
15 中国連鎖経営協会［2006］44～56 頁。 
－ 19 － 
連鎖企業トップ 30 ではなく、百貨店全体から見ても営業利益が回復したが、百貨店企業



























                                                          
16 中国統計局 『中国統計年鑑』2005 年•2006 年版。 
17 中国連鎖経営協会［2012］44～55 頁。 















表７ 2010 年中国百貨店トップテン（単位：億元） 
 企業名 売上高
１ 大商集団 862 
２ 重慶商社集団 382 
３ 山東銀座商城 370 
４ 合肥百貨大楼集団 249 




７ 北京王府井集団 166 
８ 百盛商業有限公司 166 
９ 長春欧亜集団 162 
10 天虹商城有限公司 147 
シェア  17％ 
注）シェアは百貨店のトップテンが中国連鎖企業 100 強の売上高比率。 
出所）中国連鎖経営協会「中国連鎖経営年鑑 2011」より作成。 
































19 王 巧英［2011］３頁。 




                                                          
20 郭 暉［2008］40 頁。 
21 潘 玉明［2012］20 頁。 
－ 23 － 
Ⅲ 多くの課題に直面する現在の状況 
 
表８ 2010 年以後中国百貨店の発展状況 
西暦年 2011 2012 2013 
売上高（億元） 3227 3252 3704 
店舗数 4826 4377 4514 










13 年売上高は 3,704 億元で、96 年以来毎年増加している。 






貨店協会の会員は 13 年の利益額は前年より 0.87％低下した。これで、中国百貨店業界全体
は増収減益の時代に入ったことを証明した。14 年の１年間で、全国で閉鎖した店舗は過去
最高の 26 店舗を記録している。さらに、個別都市では、百貨店の売上高はマイナー成長に
なっている。例え、上海では、14 年に大型百貨店 58 店舗の総売上高は 319.6 億元で、前年
より 1.9％減になった22。 
このように百貨店の現状は厳しさを増している。百貨店業界でも、研究者の間でも「百
                                                          
22 上海商報（2015 年３月６日付）。 


















図４から見ると、2002 年からの 10 年間内、中国では新たな業態が次々誕生し、発展し
てきた。特に専門店、大型超市、コンビニなど新業態が大きな成長を遂げた。一方、百貨
店の店舗数の比率は 02 年の 5.7％から 13 年の 2.1％まで減少した。その他、統計年鑑に載っ
ていないショッピングセンターもこの 10 年間で大きく発展を果たした。中国ショッピング
センター産業情報センターの統計によると、12 年まで、中国全国主要な都市のショッピン








2002 年 2013 年 
















図５ 2010～2014 年中国ネットショッピング売上高と成長率（単位：億元） 
 
出所）中国インターネット情報センタ 「ー2014 年中国ネットショッピング研究報告」図５から作成。 
                                                          
23 聯商網（2015 年 06 月 19 日、http://www.linkshop.com.cn/）「30 社ショッピングキーテナント調査、
脱百貨店の傾向が明らかに」。 
－ 26 － 
トショッピングの急成長により、百貨店はますます不調になっている。中国インターネッ
ト情報センターの「2014 年中国ネットショッピング研究報告」によると、14 年年末まで、
中国では、ネットショッピングを利用する人は約 3.61 億人に達し、13 年より約 6000 万人
を増えた。ネットショッピング 14 年の売上高は 2 兆 7898 億元に達し、前年比約 50％を増
加した。 
ネットショッピングの急成長は、中国全体の小売業に大きな影響を与えている。2014 年、

















































                                                          
24 朱 洪双［2014］334 頁。 
25  「食利型」とは金利生活者型である。つまり、百貨店企業はリスクを負うながら仕入と販売の
価格の差で利益を稼ぐのではなく、主に販売手数料などの徴収によって、利益を確保している。 
26 坂口昌章［2008］30 頁。 






















                                                          
27 注 22 と同じ。 





























                                                          
28 ロバート スペクター／Ｐ．Ｄ．マッカーシー［2001］63 頁。 
29 胡 其亮・蘇 伯文・汪 飛燕［2014］143 頁。 






















電気料金 水道料金 電気料金 水道料金 
北京 2796 871 0.78 6021 4733 3000 0.86 8.15 
上海 2065 148 0.82 1.50 3440 987 0.96 5.00 
広州 2621 471 0.99 5.38 3569 800 0.74 4.86 
大連 2418 650 0.85 5.90 2895 900 0.87 5.90 
瀋陽 2194 1000 0.85 4.00 3320 800 0.89 3.85 
青島 1921 497 0.80 4.10 2444 750 2.89 4.45 













店などの大型店舗のリース契約期間は約 10 年～20 年なることが多い。1990 年代中国改革
開放から今まで、多くの企業は契約更新時期になり、賃貸料が倍増するケースが珍しくな
いことである。例えば、台湾系遠東グループ傘下の太平洋百貨店は早く段階で、中国に進





                                                          
30 聯商網（2013 年 05 月 27 日、http://www.linkshop.com.cn/）「賃貸料が 5 倍を上がり、太平洋百貨
店は残念ながら成都春熙路から撤退」。 


































































































































                                                          
31 岸本徹也［2011］148 頁。 

















－ 36 － 
３ 中国百貨店の行方 




型百貨店に定着した。この「連営制」を採用した結果としては、90 年代後半から 2010 年
代まで、中国百貨店が大きく発展を果たした。この約 10 何年間は、中国百貨店の「黄金時
代」と呼ばれている。 


















































































































                                                          
33 関根 孝［2006］22 頁。 














                                                          
34 関根 孝［2009］239 頁。 














                                                          
35 成都のパークソン百貨店で 2004 年から 2008 年まで４年間で勤務した。 
－ 42 － 
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